
総 務 文 教 常 任 委 員 会 

 

日 時 令和５年３月８日（水）午前１０時から 

場 所 全員協議会室 

 

議  題 

１ 付託案件（６件） 

 

（１）議案第１４号 射水市個人情報保護法施行条例の制定について 
 

（２）議案第１５号 射水市職員の高齢者部分休業に関する条例の一部改正について 
 

（３）議案第２１号 射水市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定 

          める条例の一部改正について 

 

（４）議案第２２号 射水市新湊博物館条例の一部改正について 

 

（５）議案第２７号 射水市行財政改革推進会議条例の一部改正について 

 

（６）報告第１号 専決処分の承認を求めることについて 

  （令和５年専決処分第１号 令和４年度射水市一般会計補正予算（第７号）） 

 

２ 報告事項（７件） 

 

（１）とやま呉西圏域都市圏ビジョンの進捗状況について 

（企画管理部 政策推進課 資料１） 

 

（２）「Ｃｏ－Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ（コーイノベーション大学）」

（仮称）射水市地域拠点の設置（誘致）について 

（企画管理部 政策推進課 資料２） 

 

（３）公共施設及び未利用市有地等に関する民間提案の事業化について 

（財務管理部 資産経営課 資料１） 

 

（４）令和５年度地方税制改正（案）の要旨について（市町村関係部分） 

（財務管理部 課税課 資料１） 

 

（５）コミュニティ・スクールの導入について 

（教育委員会 学校教育課 資料１） 

 



（６）休日部活動の地域移行等に向けた実証事業について 

（教育委員会 学校教育課 生涯学習・スポーツ課 資料１） 

 

（７）射水市子どもの読書生活充実プラン（第４次）案について 

（教育委員会 生涯学習・スポーツ課 資料１） 

 

 

 

３ その他 
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企画管理部 政策推進課 資料１
総 務 文 教 常 任 委 員 会

令 和 ５ 年 ３ 月 ８ 日



県知事への要望活動（令和４年８月９日）
以下の４項目について要望。

（１）連携中枢都市圏における安定した財源確保について
（２）圏域全体の経済成長に資する公共交通ネットワークの活性化について
（３）中山間地域等における鳥獣被害防止対策の推進について
（４）富山県西部地域における経済成長を促す産業拠点施設等の活用について

呉西ビジョン懇談会（令和５年３月29日予定）
とやま呉西圏域都市圏ビジョンの推進にあたり、外部有識者等の意見を伺うため、
ビジョン懇談会を開催。

・令和３年度 実績報告（KPI等）
・令和４年度 とやま呉西圏域連携事業の主な取組み

とやま呉西圏域都市圏ビジョン推進事業
圏域の中長期的な将来像や連携協約に基づく具体的取組等を定める都市圏ビジョンの推進を図る。

とやま呉西圏域情報発信サイト（平成28年10月５日～）
とやま呉西圏域での各種連携事業の施策、会議情報、各事業の進捗状況などを掲載。
連携事業の進捗があった際など、随時更新している。（https://toyamagosei.jp/）

昨年度の様子（オンライン）⇒
1
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とやま呉西圏域共創ビジネス研究所運営事業
地域課題の解決と地元中小企業のビジネスを結び付けることで、民間活力による住民サービスの向上と地元中小

企業の活性化を図ることを目的に、主に富山大学と連携したゼミ形式の講座を運営する。

令和４年度の研究生（全８名）

㈱大昇 大庭 祐希
㈱Doot 岡田 航明
㈱山本 ／ ドライヘッドスパ
専門店HOUBI 小金澤 拓也

千本松賢一写真館 千本松 賢一
おれんじPeko 瀧本 泰子
田仲司法書士行政書士
法務事務所 田仲 聡

㈱遊酒 南 武志
みゅうツアーズ 森 千春これまでの修了生の卒業後の新規事業着手率 ７割超

とやま呉西圏域共創ビジネス研究所（令和４年８月～令和５年２月）

とやま呉西圏域と、国立大学法人富山大学が、圏域全体の経済成長をけん引する人づくりを目的に実施。呉西圏域が抱える地域課題を、
自社の新たなビジネスとして解決する新しいコンセプトを構築できるよう、産学官金が連携して支援する。

令和４年度は８名の研究生が、講義・グループディスカッション・ゼミナール演習等の全14回（個別演習含む）のカリキュラムで、人材育成
も含めた新たなビジネスの創出を目指す。
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異業種交流促進事業
圏域内の企業交流や域外企業との新たなビジネスマッチングの実現に向けた機会創出を推進する。

3

メッセナゴヤ2022
現地開催 令和４年11月16日(水)～11月18日(金)

オンライン開催 令和４年11月１日(火)～11月30日(水)
地域内企業の多様なビジネスマッチングの実現に向けた、日本最大級
の異業種交流展示会である「メッセナゴヤ2022」への共同出展事業。
今年度は、昨年度に続き、現地とオンラインのハイブリッドでの開催。

・会場来場者数 41,445名（計３日間)
・呉西圏域からの出展企業 20社 ⇒ うち射水市から６社参加
（（株）住まい・環境プランニング、造園植芳、（有）へちま産業、

（株）北陸エンジニアプラスチック、（株）小菊製作所、ラック（株））

令和５年度は、11月８日(水)～10日(金)の３日間
ポートメッセなごやにて開催予定 3



(1) 共通献立「呉西（ごーせい）な日!!」（令和４年11月24日～30日）
６市の農林水産物を使った共通の献立を６市の小学校・中学校・特別支援学校の学校給食で提供。共通の献立名は、
「呉西（ごせい）」と「豪勢（ごうせい）」をかけて名付けた。

4

共
通
献
立

メニュー 食材 食材提供市

「ゴーセイな
メンチカツ」

牛肉 高岡市（越中万葉牛）、小矢部市（稲葉メルヘン牛）

豚肉
氷見市（氷見放牧豚）、砺波市（たかはたポーク）、
南砺市（城端ふるさとポーク）

キャベツ 射水市

玉ねぎ 高岡市、砺波市、南砺市

「６市ミックス
ゼリー」

りんご果汁 高岡市、砺波市、小矢部市

りんご果肉 氷見市、南砺市

梨果汁 射水市

呉西圏域ブランド育成事業
圏域の農林水産業の振興に向け、生産者と企業等が連携を図り、呉西圏域ブランドの育成につなげるとともに、

圏域内の消費の定着化を図る。

６市の112校で順次提供
射水市では、11月24日、25日に実施

(2) 呉西６市連携！直売所マップ
６市の農畜水産物の消費拡大を図るため、直売所を掲載した「呉西６市連携！直売所マップ」を新たに作成。
新鮮な地元の農畜水産物を扱っている直売所を多数紹介。（8,000部 作成）

各市の直売所、市役所、図書館、JA関係機関で配布

4

令和４年度の新たな取組
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呉西観光誘客事業
圏域の多彩な観光資源（自然・文化・産業遺産等）の連携によるマーケティング・ブランディングにより、圏域の観光

エリアのＰＲ強化・充実に努め、観光誘客を図る。

ワーケーション推進事業
令和３年度に作成したモデルケース等を活かしてワーケーション
モニターツアーを実施。加えて、ワーケーションウィークイベントの
実施やＨＰ、ＳＮＳ等を通した情報発信に取り組んだ。

R4.10 ワーケーションモニターツアー①（南砺～砺波～射水）
R4.12 ワーケーションウィークイベント

（各地で参加者向けの地域交流会や懇親会を開催）
R5.2 ワーケーションモニターツアー②（高岡～小矢部～氷見）

旅行ガイドブック「ことりっぷ」タイアップ冊子の作成
行楽シーズンに誘客を図るため、県西部地区の「海山の文化とおいしいものにときめく」をコンセプトと
して９月に刊行された「ことりっぷMagazine」で自然の恵みと、そこで育まれた食の魅力について紹介。
また、掲載記事を抜粋し小冊子として10,000部作成。

呉西６市満足度調査の実施（令和４年８月３日～17日）
呉西６市の道の駅へお越しの県外の観光客に、満足度調査（旅中
アンケート）と観光ＰＲを行い、満足度向上とリピーター確保を図る。
回答者には抽選でのプレゼントを提供。 《回答総数：1,081件》

富山県西部
観光ポータル
サイト
「富山ＷＥＳＴ」
に実施レポート
掲載⇒

5名参加
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とやま呉西圏域調査研究事業補助金
人口減少・少子高齢社会においても、活力ある社会経済を維持するため、大学、短期大学及び高等専門学校が圏域をフィールドとして実施する地域
課題解決に資する調査研究を支援するための補助金（年度ごとに１調査研究あたり50万円を限度（補助率100％）として補助）。

調査研究名 研究代表者 交付決定額

女性のWell-being向上に向けたパラレルキャリア形成研究 富山大学 学術研究部医学系 助教 立瀬 剛志 ４９４千円

カーボンニュートラル推進のための地下水涵養事業効果
の検証
～富山呉西圏域の地下水CO2貯蔵状況の可視化～

富山大学 学術研究部理学系 教授 張 勁 ３４０千円

呉西圏域におけるマルシェの普及対策の実践的調査研究 富山大学 学術研究部都市デザイン系 教授 本田 豊 ５００千円

大都市圏に進学した地方圏出身者のUターン意識の変容
メカニズムに関する研究

富山大学 学術研究部教育研究推進系 講師 塩見 一三男 ５００千円

実践教育プログラムによる地域活性化
－射水市小杉駅前商店街活性化プロジェクト－

富山国際大学 現代社会学部 教授 川本 聖一 ５００千円

令和３年度採択事業 報告会の開催（令和４年５月27日） 会場：オンライン
前年度採択された５事業について、研究者が成果を報告。
６市担当課の職員がオンラインで聴講した。 研究成果は、WEBサイトで公開

広域的な課題解決に向けた大学との連携の推進
６市間における広域的または共通課題の解決に向けた調査研究及び各大学が取り組む学生が主体となった地域課

題解決に向けた研究や富山県内７高等教育機関が連携し実施している取組のうち、複数の自治体にまたがる事案に
ついて、共同して対応する。
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呉西地区成年後見センター（平成31年4月1日 開設）
成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年）に基づき策定され

た国の成年後見制度利用促進計画では、令和３年度までに市町村におい
て、連携ネットワークの中核機関の設置を求めている。

これを受けて呉西圏域では、将来的な成年後見制度対象者の増加を見
込み、共同利用を図りながら相談から後見まで一貫した支援ができるよう、
６市、各市社会福祉協議会が協議を進め、平成31年4月、開設。

設置場所 ： 高岡市社会福祉協議会内

呉西地区成年後見センター運営事業
将来的な成年後見制度対象者の増加を見込み、相談から後見まで一貫した支援ができる成年後見センターを設

置・運営し、成年後見制度に係る各種業務等の共同利用を図る。

成年後見センターでの主な業務内容
・成年後見制度に関する相談業務
・市民後見人養成講座 ⇒バンク登録
・法人後見業務

7

（令和５年２月時点）
市民後見人バンク登録者数：６８名

内訳 射水市16名、高岡市21名、氷見市10名

砺波市10名、小矢部市7名、南砺市4名

後見業務
家庭裁判所から依頼のあった案件について、
後見業務を行う。

今年度の後見受任の実績は６件。
（令和５年２月時点）
今後、受任件数をさらに増やしていきたい。

《後見受任の内訳》
高岡市３件、射水市２件、氷見市１件、
小矢部市１件

市民後見人養成講座の開催
令和４年度修了者：１３名

相談件数、受任件数の増加に対応するため、
令和５年度は専門職を１名増員予定



子ども医療費の現物給付助成の対象保険医療機関の拡大

１歳～中学３年生（０歳はもとより県内全域）は、
圏域内６市の保険医療機関等を受診したとき、
受給資格証の提示より医療機関窓口で負担なしで
受診できるようになった。

⇒令和５年４月１日、現物給付助成の対象年齢を「18歳以下」まで拡大！

対象区域の拡大、手続の簡素化

～平成29年３月31日 平成29年４月１日～ 令和４年４月１日～ 令和５年４月１日～

高岡市 高岡市・射水市・砺波市・小矢部市・
氷見市内の保険医療機関

県西部６市の
保険医療機関
（連携事業化）

富山県全域の
保険医療機関

対象年齢を
18歳以下まで拡大

出生日から、

満18歳に達する日以降の
最初の３月31日まで

射水市 射水市・高岡市内の保険医療機関

氷見市 氷見市・高岡市内の保険医療機関

砺波市 砺波市内の保険医療機関

小矢部市 小矢部市内の保険医療機関

南砺市 南砺市内の保険医療機関

子ども福祉支援相互連携事業 （１）子ども医療費助成事業 ※H29から継続、R5拡充
助成方法の統一により、手続の煩雑さが解消され、利便性の向上が図られる。また、行政及び医療機関は事務負

担の軽減が期待できることから、圏域住民が６市の「こども医療費助成制度」を利用して圏域内の医療機関を受診す
る場合における助成方法を、現物支給に統一する。

呉西圏域の取組みが
県内全域に拡大
（令和４年４月～）

呉西全６市において
対象年齢を拡大！
（令和５年４月～）
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子ども福祉支援相互連携事業 （２）児童発達支援人材育成事業
児童発達支援に係る人材育成により、各施設の職員レベルが向上し、圏域の児童発達支援体制の充実を図る研修

会や派遣を通じ、児童発達支援に係る人材育成を図るとともに、施設運営のあり方や供給量について検討する。

きずな子ども発達支援センター研修
とやま呉西圏域の保育士・幼稚園教諭を対象に、発達支援について講義、演習・グループワークを
通じて人材育成を図り、各施設の職員レベルが向上し、圏域の児童発達支援体制の充実を図る。

日程 内容 講師・担当 会場 参加者数

６月 ８日 講 義
「子どもとのよいかかわり方を学ぼう ～ティー
チャーズ・トレーニングの手法を活かして～」

発達支援専門員

射水市役所 28

６月 29日 砺波市役所 27

７月 ６日 講 義
「手の発達について」

作業療法士
南砺市役所 17

８月 17日 氷見市役所 18

７月 27日
講 義
「子どもの運動発達や遊びの指導について」

理学療法士

高岡市ふれあい
福祉センター 26

８月 10日
小矢部市総合保健

福祉センター 14

７月 20日
講 義
「ことばに遅れのある児童の理解と支援」

言語聴覚士

氷見市役所 18

８月 24日 砺波市役所 26

６月 15日
講 義
「発達障害の理解と対応」

育成科長・
特別支援教育指導員

射水市役所 24

７月 13日 南砺市役所 17

６月 22日
講 義
「就学までに育てたい力」

発達支援室室長・
特別支援教育指導員

小矢部市総合保健
福祉センター 23

８月 ３日
高岡市ふれあい

福祉センター 26

延べ参加者数：264名のうち
射水市から52名参加

9



ＩＣＴ教育環境に関する調査・研究
ＩＣＴを活用した双方向授業を実現するための環境整備を進めるに当たり、各市の検討状況や先進事例等の有用な

情報を６市間で共有するとともに、各市がICT環境整備や有効に活用するための研修について調査・研究を進める。
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ICT活用研修会（令和４年６月２日）

ＩＣＴ教育の環境整備の推進及び研修の充実により、未来を担う
圏域の児童生徒に対する教育の質の向上を図ることを目的とし、
呉西圏域６市の教員を対象に、ＩＣＴ活用研修会を開催した。

【会場】オンライン（各勤務校等）

【内容】「学校でいつでも使うICT活用」
・教員のICT活用能力向上のために必要なことは？」
・学校教育におけるICTの効果的な活用の実践は？」
・オンライン授業で教師が意識すべきことは何か？」

【講師】信州大学学術研究院 教育学系・准教授
佐藤 和紀 先生

令和５年度は氷見市主催となり、講演会を開催予定

参加者：６２名
うち、射水市１９名参加

10



11

とやま呉西圏域ビジネス交流交歓会2022 in 大阪（令和４年10月18日）
北陸新幹線の開通を契機に首都圏とのアクセスが大幅に向上し、さらに2023年度末の金沢～敦賀間の開業に向けた
延伸工事など、今後、交通インフラの整備が進む関西圏との結びつきを深め、主要企業、ベンチャー企業をはじめ多
様な企業との情報の交流、人的ネットワークの形成、企業誘致の促進を図る。

講師：経済ジャーナリスト 須田 慎一郎 氏
演題：「今後の日本経済について」

企業誘致の一体的推進
圏域における企業誘致を促進するため、立地環境のＰＲ活動や企業ニーズ把握のための調査、域内外の企業間の

マッチング等に一体的に取り組む。

参加企業：54社（団体）

11



移住・定住トータルサポート事業
都市圏との交流推進や圏域内への移住・定住に関する総合的支援の展開を図る。

とやま呉西圏域 オンライン移住イベントの開催
第１回 R4.11 「自分を満たす、家族を満たす 親子移住のはじめ方」
第２回 R4.12 「地域を見つめ、地域と創る 伝統×クリエイティブな働き方」

将来的な圏域への移住・定住の推進や関係人口の創出を図ることを目的に、
移住者同士のトークをメインとしたオンライン移住イベントを２回にわたり開催。

「ふるさと回帰フェア2022」共同出展
（令和４年９月25日）

「地方暮らし」や「ふるさとへの回帰」を考えている方
を対象とした国内最大級の移住マッチングイベントに、
６市が共同出展。６市のブースでは、デザインを統一
した「呉西圏域テーブルクロス＆椅子カバー」を使用。

とやま呉西圏域 ランチ付き首都圏イベントの開催
R5.1 「キャンプにサウナに魚突きまで？！

2023年は 海にも山にも近いまちで暮らそう」
自然やアウトドアに興味がある層を対象とした対面による移住イベントを
都内で開催。射水市、氷見市への移住者をゲストに招き、移住者同士の
トークと圏域の食材を用いたランチにより圏域の魅力を発信。

参加：13組 参加：21組

参加：14組16名

←呉西圏域６市
共通デザインの
テーブルクロス
＆椅子カバーで
一体感を演出

12



令和５年度事業数：31事業（うち予算化28事業) 対前年比：＋２，７２９千円

圏域の役割
令和３年度

予算

令和４年度

予算

令和５年度

予算

ア 圏域全体の

経済成長のけん引
５０，９１８千円 ４８，４２０千円 ４７，００８千円

イ 高次の都市機能の

集積・強化
１４３，１３８千円 １３３，２１０千円 １３３，１３８千円

ウ 生活関連機能

サービスの向上
２１３，９２２千円 ２６４，３８１千円 ２６８，５９４千円

合計額（ア＋イ＋ウ） ４０７，９７８千円 ４４６，０１１千円 ４４８，７４０千円
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「Co-Innovation University（コーイノベーション大学）」
（仮称）射水市地域拠点の設置（誘致）について
令和8年4月開校予定の「Co-Innovation University(コーイノベーション大学)」（仮称）の研究・実践
フィールドとなる地域拠点・サテライトキャンパスを射水市に設置（誘致）し、多様な学びの選
択肢を広げる「新しい学びの場」を創出するもの。※ Co‐Innovation（共創） University（大学）

企画管理部政策推進課 資料２
３月定例会 総務文教常任委員会

令和５年３月８日

【名称】Co-Innovation University（仮称）
【本キャンパス予定地】

飛騨市古川町宮城町686番地
【学部・定員】４年制私立大学／共創学部

全日制120名／年＋リカレントコース
【コンセプト】
・経済や統計学、医学、ＩＴ等の様々な学問領
域を横断する「共創学」により、未来が不確
実な時代における「生きる力」を養い、人々
がより良く生きる豊かな未来につながる新た
な価値創造を目指す。
・全国の地域拠点を学びのフィールドとして、
共創学の「理論」を踏まえた各地域での「実
践」、地域の人や企業との「対話」を繰り返
し、社会で活躍するための力を養い、課題解
決や社会変革を起こせる人材を育成する。
【代表理事】井上博成【学長候補】宮田裕章
【地域拠点】全国15か所以上（順次拡大中）

・国保等の医療データの提供による研究支援
・サテライトキャンパスの校舎、寮等の設置
場所の検討支援、周辺環境整備等

・地域企業によるインターンシップの受入や
研究フィールドの提供等の検討

・学生UIターン応援事業の拡充など、学生の
活動に対する支援を検討

・学生等若者の定着・流入による移住・定住人口、
関係人口・交流人口の増加、地域内消費の拡大、
地域コミュニティや経済活動の活性化

・大学の知のネットワークを生かした研究事業や
リカレントプログラムによる医療・健康産業等
の新たな産業・雇用の創出、都市間連携による
地域課題の解決、地域の新たな価値の創造

・市内の未利用施設・土地等について、講義・研
究、宿泊施設、地域交流施設といった大学の活
動拠点施設としての有効活用

共創

学生

大学の
知見 地域の

テーマ

１大学の概要 ２大学設置に対する市の支援（案）

➡「Well‐ Being（ 医療・福祉等）」の研究・
実践・教育の活動フィールドとして、大学
構想の15番目の学びの拠点を射水市に設置

３期待される効果

（社会人教育コース）



年月 主体 項目

令和4年(2022)
7月13日

市 政策会議で庁内部局によ
る情報共有

7月20日 市→法人 要望書提出（地域拠点の
開設について）

8月17日 法人＋市 市長と井上代表理事、宮
田学長候補との面談

9月～ 法人 理事会で射水市の地域拠
点追加協議

令和5年(2023)
2月14日

法人＋県、
市

射水市地域拠点設置に係
る記者会見
（代表理事、学長候補、知事、市長）

3月 市 市議会への報告
3月～ 法人＋市 キャンパス等の設置場所

検討、学生の支援体制の
検討

令和6年(2024)
10月予定

法人 文部科学省への大学設置
認可申請

令和8年(2026)
4月予定

法人 大学オープン

所在地 テーマ
①北海道 農林水産、生物多様性、集落都市創造
②宮城県仙台市 震災復興、まちづくり
③新潟県胎内市 防災、社会基盤
④長野県小布施町 地域産業、観光、文化
⑤石川県中能登町 里山里海、芸術、観光、伝統産業
⑥岐阜県飛騨市
⑦岐阜県高山市 観光、林業、木工、温泉、行政

⑧岐阜県岐阜市 まちおこし、行政、起業、伝統産業
⑨愛知県田原市 農業、観光
⑩三重県 観光、まちづくり
⑪京都府京都市 産学官連携、伝統文化
⑫鳥取県鳥取市 農山村集落、農業
⑬福岡県福岡市 脱炭素、行政、産学官連携
⑭東京都 POTLUCK YAESUプロジェクト
⑮富山県射水市 Well‐ Being（医療・福祉等）

１年前倒し
の可能性有

４スケジュール

2023年2月14日現在（15拠点）

（出典：R5.2.14_CoIUプレスリリース資料）



 
公共施設及び未利用市有地等に関する民間提案の事業化について 

 

 今年度採用した１２提案のうち、提案者との協議が整った６提案について、次のとおり事業を実施するもの。 
 

１ 事業の概要   
（1） 公共施設の脱炭素化に関する提案   
№ （代表）事業者名 提案名 事業概要等 事業費等 

１ 
アイリスオーヤ
マ株式会社 

公共施設の省エネル
ギー化の推進 

・整備年度：令和５年度、令和６年度 
 

〔令和５年度事業概要〕 

・照明ＬＥＤ化（市庁舎、大島分庁舎、中央図書館等 計２０施設）及び空調制御シス

テム（射北中学校）をリース方式で整備 

・事業費計：２８２，７２２千円 

      （１０年リース） 

・削減見込額（電気料）計 

     ：４７４，９７９千円 

２ 
大和リース株式
会社富山支店 

環境に配慮した高効
率設備の導入による
脱炭素社会の実現 

・整備年度：令和５年度（２期に分けて整備） 
 

〔令和５年度（１期）事業概要〕 

・照明ＬＥＤ化（射水消防署、新湊消防署、小杉総合体育センター等 計７施設）、太

陽光発電（市庁舎）、空調設備更新（中央図書館等 計２施設）及びＥＶ充放電設備（大

島分庁舎）をリース方式で整備 

・事業費計：４７１，１５１千円 

（１５年リース〔太陽光発電のみ

２０年リース〕） 

・削減見込額（電気料等）計 

     ：４７２，７３２千円 

３ 
株式会社日本空
調北陸 

公共施設への太陽光
発電システム及び蓄
電池の導入 

・整備年度：令和５年度 
 

〔令和５年度事業概要〕 

・太陽光発電及び蓄電池（庄西コミセン等 計１１施設）をリース方式で整備 

・事業費計：  ６３，２２３千円 

       （１５年リース） 

・削減見込額（電気料）計 

     ：１０３，３７６千円 

 

〔参考〕公共施設の照明 LED 化の進捗状況 
 ・ 令和４年度末時点…２１９施設中３６施設が LED 化 ➡ LED 化率：１６．４％ 
 ・ 令和５年度当初予算…新たに３０施設（うち民間提案分２７施設）を LED 化（計６６施設） ➡ LED 化率：３０．１％ 
 

 ※ 民間提案のスキーム（自らのアイデアやノウハウが含まれていること、市に新たな財政負担が生じないこと）で実施できない事業につい 
  ては、従来どおり、市が計画的に実施していく。 
 

財務管理部 資産経営課 資料１ 
３月定例会 総務文教常任委員会 

令和５年３月８日 



 

（2） 公共施設の利便性・魅力向上に関する提案 
№ 事業者名 提案名 事業概要等 事業費等 

１ 
株式会社構造計
画研究所 

スマートロックを活
用した学校体育館鍵
管理 

・整備年度：令和５年度（７月から供用開始） 
 

〔令和５年度事業概要〕 

・暗証番号式の電子錠（スマートロック）を市内の小・中学校（２０校）の体育館

に整備 

・事業費計：   ６，８４０千円 

        （５年間） 

・削減見込額（鍵管理者への謝金）計 

     ： １１，２１０千円 

 

（3） 財源確保及びコスト削減に関する提案 
№ 事業者名 提案名 事業概要等 事業費等 

１ 株式会社クリア 
公共施設への水道用
節水器具の導入 

・整備年度：令和５年度 
 

〔令和５年度事業概要〕 

・水道用節水器具（学校給食センター、海竜スポーツランド等 計２１施設）をリ

ース方式で整備 

・事業費計： １９，４７０千円 

       （５年リース） 

・削減見込額（上下水道料）計 

     ：１１５，４９９千円 

２ 株式会社宣通 
広告付き AED の無償
導入 

・整備年度：令和５年度 
 

〔令和５年度事業概要〕 

・広告付きＡＥＤを設置（市庁舎、市民交流プラザ、子ども子育て総合支援センタ

ー等 計６施設に各１台） 

・事業費計：      ０千円 

           （８年間） 

・削減見込額（ＡＥＤ更新費用等）計 

     ：  ４，８５１千円 

 

（4） 財政負担軽減見込額（２０年間） 
   ３３９，２４１千円 
 

２ 令和５年度当初予算 
（1） 公共施設に係る省エネルギー化推進事業（その１） 
  ・ 債務負担行為（期間：令和５年度～令和２５年度）：限度額８３６，５８０千円 
  ・ 庁舎等管理費（第２款総務費 第１項総務管理費 ６目財産管理費）：５，２９９千円 
（2） スマートロック導入事業 
  ・ 学校体育施設開放事業費（第 10 款教育費 第６項保健体育費 ２目体育施設費）：５，２４０千円 
 

３ 今後の予定 
 ・ 採用した１２提案のうち上記以外の６提案については、引き続き協議を行い、協議が整ったものから事業化を図っていく。 
 ・ 民間提案制度については、制度を更にブラッシュアップし、令和５年度も実施予定。 



 
 

財務管理部 課税課 資料１ 

３月定例会 総務文教常任委員会 

令和５年３月８日 

 

 

令和５年度地方税制改正(案)の要旨について（市町村関係部分） 

 

 

１ 軽自動車税 

（１）軽自動車税（環境性能割）の税率区分の見直し 

  新型コロナウイルス感染症等を背景とした半導体不足等の状況を踏まえ、現行の

税率区分を令和５年１２月末まで据え置く。また、電動車の普及促進を図る観点か

ら、各税率区分における燃費基準達成度を３年間で段階的に引き上げる。 

 

（２）軽自動車税（種別割）グリーン化特例の適用期限の延長 

  新規取得した軽四輪等（新車に限る）のうち、電気自動車等を取得した場合に

おける現行の軽課措置等について、適用期限を３年延長する。 

 

（３）特定小型原動機付自転車に係る車両区分創設に伴う措置 

  新たに原動機付自転車から区分して定義された特定小型原動機付自転車（一定

の要件を満たす電動キックボード等）※ に係る軽自動車税種別割の税率を年額

２，０００円とする。（適用は令和６年度から） 

 

 ※ 原動機付自転車のうち、電動機の定格出力が0.6kＷ以下であって長さ1.9m、幅

0.6m以下かつ最高速度20km/h以下のものを特定小型原動機付自転車とし、それ

以外の原動機付自転車を一般原動機付自転車と定義。 

 

２ 固定資産税 

  固定資産税の特例措置の創設 

  ①物価上昇等の現下の経済情勢を踏まえた２年間の時限的な措置として、中小事

業者等の生産性向上や賃上げの促進に資する機械・装置等の償却資産の導入に

係る特例措置を創設する。 

 

  ②一定の要件を満たすマンションについて、長寿命化に資する大規模修繕工事

を行ったマンションに係る翌年度の建物の税額を減額する措置を創設する。 

 



 

 

 

 

 

 

コミュニティ・スクールの導入について 

 

１ 目 的 

現在、本市の小・中学校では、学校外から学校運営に意見をいただく「学校評議員」   

制度を導入し、「地域に開かれた学校づくり」に取り組んでいる。 

近年、学校を取り巻く課題は、複雑化、多様化、困難化してきており、先行きが不透明

で将来の予測が困難な時代を生きていく児童生徒には、課題を自ら解決していく「生きる

力」を育むことが必要であり、そのため、教員のみならず保護者や地域住民等の適切な支

援がより一層重要となっている。 

このため、コミュニティ・スクールを導入し、学校と地域、保護者との連携をより強化

し、教育の充実を図るもの。 

 

  ※コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度） 

   ・保護者や地域住民の代表から構成された学校運営協議会を設置した学校のこと。  

   ・学校の運営方針や教育活動等への意見を述べ承認する権限を有する。 

 

２ 令和５年度の事業内容（案） 

  令和６年度からの導入に向け、学校や地域への周知や説明、調整等を行う。 

（１）事業内容 

  ① 教育委員会内にコミュニティ・スクール導入のための専任職員を配置 

  ② 文部科学省が委嘱するコミュニティ・スクールマイスターを講師とした説明会を 

実施 

  ③ コミュニティ・スクール導入先進地視察 

 

（２）予 算 

   コミュニティ・スクール導入推進事業 ５，７２８千円 

 

３ 導入校及びスケジュール（案） 

  令和６年度 半数以上の学校で設置（市立小・中学校２１校のうち半数） 

  令和７年度 残りのすべての学校で設置  
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３月定例会 総務文教常任委員会 

令和５年３月８日 



 

休日部活動の地域移行等に向けた実証事業について 

１ 令和４年度モデル競技の事業実施状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 令和４年度の事業実施における成果と課題 

生徒、保護者、競技団体、部活動顧問へのアンケート（中間（12 月）・最終（3 月予定））

から事業実施における成果と課題を踏まえ、令和５年度以降も「射水市学校部活動在り方

検討会」や関係団体と協議を進め事業を実施する。 

 

＜主な成果と課題＞ 

・ 専門の指導者からの指導や他の学校生徒との合同練習により、生徒の約７割が満足

している。 

・ 部活動顧問の約８割が負担軽減を実感している。 

・ 保護者の意見から、①活動場所への生徒の送迎の負担 ②用具の移動の負担 ③地域

部活動に関する連絡系統への不安が課題として挙げられている。 

 

３ 今後の計画について（案） 

  令和８年度までに全部活動を段階的に地域に移行することとし、以下の方針で事業を進

める。 

  令和５年度予算額 ９，４３０千円【県、一般財源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ その他 

射水市内の中学校の部活動加入方針を「原則、部活動には全員が加入する。」から「部

活動の加入を推奨する。」に変更し、学校部活動以外の地域クラブ等で活動する生徒の活

動環境の見直しを図る。  
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３月定例会 総務文教常任委員会 
令和５年３月８日 

剣道 柔道 バスケットボール

男子６校 男子６校 男子３校

女子６校 女子６校 女子５校

参加生徒数 ９０名 ４５名 ８５名

活動開始日 Ｒ４．９．１９ Ｒ４．９．２５ Ｒ４．１１．６

活動回数（見込み） ９０回 ２３回 ３４回

競技団体 射水市剣道連盟 射水市柔道連盟
射水市バスケットボー
ル協会

会場数 ４会場 １会場 ２会場

対象校数



 

 

 

 

 

 

 

 

生徒・保護者・部活動顧問アンケートの結果（中間） 
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